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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第48期

第３四半期累計期間
第49期

第３四半期累計期間
第48期

会計期間
自 平成26年２月１日
至 平成26年10月31日

自 平成27年２月１日
至 平成27年10月31日

自 平成26年２月１日
至 平成27年１月31日

売上高 (千円) 6,895,968 7,882,958 9,582,028

経常利益 (千円) 296,813 408,923 496,758

四半期(当期)純利益 (千円) 169,676 258,402 294,708

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 456,300 456,300 456,300

発行済株式総数 (株) 4,098,000 4,098,000 4,098,000

純資産額 (千円) 5,432,711 5,869,266 5,564,785

総資産額 (千円) 8,054,762 8,522,269 8,230,190

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 47.66 73.72 83.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 15.00

自己資本比率 (％) 67.4 68.9 67.6
 

 

回次
第48期

第３四半期会計期間
第49期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成26年８月１日
至 平成26年10月31日

自 平成27年８月１日
至 平成27年10月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 31.34 22.60
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経常指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

５　平成27年１月期の１株当たり配当額15円には、特別配当２円50銭を含んでおります。
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２ 【事業の内容】

再生可能エネルギー等事業を事業目的に追加したことに伴い、報告セグメントに「再生可能エネルギー等事業」を

追加しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、海外経済減速への懸念があるものの、雇用環境や所得環境の改善

を背景とした個人消費の回復など、景気は緩やかな回復基調が続いております。

建設業界におきましては、東京オリンピック・パラリンピックやリニア中央新幹線建設に伴う発注に期待感があ

るものの公共投資は減少傾向が続くと予想され、建設資材の価格上昇や人手不足による労務費の増加など、経営環

境は依然として厳しい状況で推移しております。

このような状況のなかで当社は、完工高150億円を中長期目標とし営業工種の拡充と新工法の開発及び普及に向け

て注力すると共に、専用機の製作など機械メーカーと共同開発を行いハードとソフト面で強化を図っております。

また、職域全体のスキルアップを目標に社内での技術講習会等を継続して行っております。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高につきましては、78億82百万円（前年同期比14.3％増）となりまし

た。損益につきましては、営業利益は３億68百万円（前年同期比48.7％増）、経常利益は４億８百万円（前年同期

比37.8％増）、四半期純利益は２億58百万円（前年同期比52.3％増）となりました。

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

特殊土木工事等事業における当第３四半期累計期間の完成工事高は43億68百万円（前年同期比26.7％増）とな

り、セグメント利益は２億18百万円（前年同期比44.7％増）となりました。

住宅関連工事事業における当第３四半期累計期間の完成工事高は34億58百万円（前年同期比1.0％増）となり、セ

グメント利益は１億33百万円（前年同期比46.1％増）となりました。

機械製造販売等事業における当第３四半期累計期間の売上高は21百万円（前年同期比8.2％減）となり、セグメン

ト利益は４百万円（前年同期比19.7％減）となりました。

再生可能エネルギー等事業における当第３四半期累計期間の売上高は34百万円となり、セグメント利益は12百万

円となりました。なお、今後の事業内容の多角化に対応するため、当事業年度より再生可能エネルギー等事業を事

業目的に追加しております。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第３四半期会計期間末における資産合計は85億22百万円となり、前事業年度末に比べ２億92百万円増加いた

しました。その主な要因は、機械及び装置が２億60百万円増加したことによります。

(負債)

当第３四半期会計期間末における負債合計は26億53百万円となり、前事業年度末に比べ12百万円減少いたしま

した。その主な要因は、流動負債「その他」に含めている未払消費税等が１億44百万円増加したものの未成工事

受入金が１億57百万円減少したことによります。

(純資産)

当第３四半期会計期間末における純資産合計は58億69百万円となり、前事業年度末に比べ３億４百万円増加い

たしました。その主な要因は、利益剰余金が２億６百万円、その他有価証券評価差額金が98百万円それぞれ増加

したことによります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は27百万円であります。

 

(5) 主要な設備

当第３四半期累計期間において、前事業年度末に計画していた重要な設備の新設について完了したものは次のと

おりであります。

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
金額
（千円）

完了年月

太陽光発電所
(三重県菰野町)

再生可能エネルギー等
事業

太陽光発電設備 185,274 平成27年２月
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年10月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,098,000 4,098,000
東京証券取引所

JASDAQ(スタンダード)
単元株式数　1,000株

計 4,098,000 4,098,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年８月１日～
平成27年10月31日

─ 4,098 ─ 456,300 ─ 340,700
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年７月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 593,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,500,000
 

3,500 ―

単元未満株式 普通株式 5,000
 

 

― ―

発行済株式総数 4,098,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,500 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が １ 株含まれております。

 

② 【自己株式等】

    平成27年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太洋基礎工業株式会社

愛知県名古屋市中川区柳
森町107番地

593,000 ― 593,000 14.47

計 ― 593,000 ― 593,000 14.47
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1) 退任役員

 

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役
東京支店副支店長兼
営業推進本部長

俵　豊光 平成27年７月３日
 

(注) 取締役 俵 豊光氏は、平成27年７月３日に逝去し、同日をもって取締役を退任いたしました。

 

(2) 役職の異動

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(施工本部長兼

神守研究開発センター長)

取締役
(神守研究開発センター長)

土屋　敦雄 平成27年８月１日

取締役
(営業本部長)

取締役
(名古屋支店長)

六鹿　敏也 平成27年８月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成27年８月１日から平成27年

10月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年２月１日から平成27年10月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年１月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年10月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 3,141,132 3,148,825

  受取手形 537,267 451,182

  完成工事未収入金 1,694,974 1,805,891

  未成工事支出金 401,839 257,802

  繰延税金資産 - 58,631

  その他 99,780 137,180

  貸倒引当金 △12,070 △11,340

  流動資産合計 5,862,924 5,848,173

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 138,068 133,036

   機械及び装置（純額） 230,988 491,099

   土地 824,558 824,080

   リース資産（純額） - 22,561

   建設仮勘定 187,444 -

   その他（純額） 6,775 8,082

   有形固定資産合計 1,387,834 1,478,859

  無形固定資産 9,423 10,576

  投資その他の資産   

   投資有価証券 673,581 861,954

   破産更生債権等 36,081 5,709

   その他 353,631 374,319

   貸倒引当金 △93,286 △57,323

   投資その他の資産合計 970,008 1,184,658

  固定資産合計 2,367,266 2,674,095

 資産合計 8,230,190 8,522,269
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年１月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年10月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 757,495 624,053

  工事未払金 867,265 894,127

  1年内返済予定の長期借入金 89,976 69,278

  リース債務 - 4,813

  未払法人税等 - 93,800

  繰延税金負債 12,379 -

  未成工事受入金 237,128 79,247

  工事損失引当金 12 -

  賞与引当金 32,123 73,623

  役員賞与引当金 27,715 7,500

  その他 303,052 385,104

  流動負債合計 2,327,147 2,231,549

 固定負債   

  長期借入金 59,656 12,872

  リース債務 - 23,262

  繰延税金負債 17,209 105,358

  退職給付引当金 162,393 175,757

  役員退職慰労引当金 94,774 99,914

  資産除去債務 4,224 4,288

  固定負債合計 338,258 421,453

 負債合計 2,665,405 2,653,002

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 456,300 456,300

  資本剰余金 377,686 377,686

  利益剰余金 4,937,509 5,144,241

  自己株式 △377,740 △378,477

  株主資本合計 5,393,755 5,599,750

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 171,030 269,515

  評価・換算差額等合計 171,030 269,515

 純資産合計 5,564,785 5,869,266

負債純資産合計 8,230,190 8,522,269
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成26年２月１日
　至 平成26年10月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年２月１日
　至 平成27年10月31日)

売上高   

 完成工事高 6,872,417 7,826,386

 兼業事業売上高 23,551 56,571

 売上高合計 6,895,968 7,882,958

売上原価   

 完成工事原価 6,142,528 6,969,192

 兼業事業売上原価 16,520 37,579

 売上原価合計 6,159,049 7,006,771

完成工事総利益 729,888 857,194

兼業事業総利益 7,030 18,992

売上総利益合計 736,919 876,186

販売費及び一般管理費 489,109 507,653

営業利益 247,810 368,533

営業外収益   

 受取利息 723 831

 受取配当金 15,668 8,990

 受取賃貸料 11,075 11,253

 保険解約返戻金 23,397 -

 受取保険金 477 15,221

 生命保険配当金 3,952 4,445

 物品売却益 689 2,772

 売電収入 3,751 -

 その他 2,835 5,444

 営業外収益合計 62,572 48,959

営業外費用   

 支払利息 1,086 1,140

 賃貸費用 7,569 7,419

 売電費用 2,719 -

 その他 2,193 9

 営業外費用合計 13,569 8,570

経常利益 296,813 408,923

特別利益   

 固定資産売却益 3,949 2,434

 投資有価証券売却益 - 39

 特別利益合計 3,949 2,474

特別損失   

 固定資産除売却損 221 136

 特別損失合計 221 136

税引前四半期純利益 300,540 411,260

法人税、住民税及び事業税 102,860 125,927

過年度法人税等 - 40,972

法人税等調整額 28,004 △14,042

法人税等合計 130,864 152,857

四半期純利益 169,676 258,402
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【注記事項】

　

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期累計期間（自 平成26年２月１日　至　平成26年10月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成

27年２月１日　至　平成27年10月31日）

　

当社の売上高は、通常の営業形態として、契約により工事の完成引渡しが、第４四半期会計期間に集中している

ため、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ第４四半期会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動がありますが、工事進行基準に基づく売上高が工事の進捗度に応じて分散される割合が

高まるため、季節的変動は軽減される傾向にあります。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成26年２月１日
 至　平成26年10月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年10月31日)

減価償却費 115,611 千円 116,714千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成26年２月１日 至 平成26年10月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月25日
定時株主総会

普通株式 55,878 15.00 平成26年１月31日 平成26年４月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成27年２月１日 至 平成27年10月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月24日
定時株主総会

普通株式 52,588 15.00 平成27年１月31日 平成27年４月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成26年２月１日 至 平成26年10月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
特殊土木工事等

事業
住宅関連工事
事業

機械製造販売等
事業

再生可能
エネルギー等
事業

売上高      

  外部顧客への売上高 3,447,229 3,425,188 23,551 ― 6,895,968

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,447,229 3,425,188 23,551 ― 6,895,968

セグメント利益 151,275 91,304 5,230 ― 247,810
 

(注) セグメント利益の合計は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成27年２月１日 至 平成27年10月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
特殊土木工事等

事業
住宅関連工事
事業

機械製造販売等
事業

再生可能
エネルギー等
事業

売上高      

  外部顧客への売上高 4,368,176 3,458,210 21,630 34,941 7,882,958

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,368,176 3,458,210 21,630 34,941 7,882,958

セグメント利益 218,889 133,373 4,199 12,071 368,533
 

(注) セグメント利益の合計は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

　２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、新たに再生可能エネルギー等事業を開始したことに伴い、第１四半期会計期間から「再生可能エネル

ギー等事業」を報告セグメントに追加しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成26年２月１日
至 平成26年10月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年２月１日
至 平成27年10月31日)

１株当たり四半期純利益金額 47円66銭 73円72銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 169,676 258,402

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 169,676 258,402

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,559 3,505
 

　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年12月14日

太洋基礎工業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　村　　哲　　也  印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   楠　　元　　　　　宏  印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太洋基礎工業株

式会社の平成27年２月１日から平成28年１月31日までの第49期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年８月１日から

平成27年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年２月１日から平成27年10月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、太洋基礎工業株式会社の平成27年10月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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